
様式第二号の九（第八条の四の六関係） (第1面)

広島県知事 様

提出者

住所 三協化成株式会社安芸津事業所

氏名 取締役　事業所長　　丹下　勝紀

(法人にあっては，名称及び代表者の氏名)

電話番号

産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和5年6月30日

広島県東広島市安芸津町三津4234

0846-45-1160

 事　業　場　の　名　称 　三協化成株式会社　安芸津事業所

 事 業 場 の 所 在 地 　東広島市安芸津町三津4234番地

事業の種類 　化学工業

産業廃棄物処理計画における
計画期間

令和4年４月１日～令和5年３月３１日

別紙４のとおり
項目 目標値 項目 目標値

排出量 全処理委託量

自ら再生利用を行う
産業廃棄物の量

優良認定処理業者へ
の

処理委託量

自ら熱回収を行う
産業廃棄物の量

再生利用業者への
処理委託量

自ら中間処理により減量
する産業廃棄物の量

認定熱回収業者への
処理委託量

自ら埋立処分又は
海洋投棄処分を行う

産業廃棄物の量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への

処理委託量

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条第10項の規定に基づき，令和4年度の産業廃棄物　
処理計画の実施状況を報告します。



② ⑧

① ③

⑫

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

計画の実施状況 （産業廃棄物の種類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） )

有償物量

不要物等発生量

自ら直接再生利用した量
自ら中間処理した後再生利用し

た量

排出量
自ら直接埋立処分又は海洋投
入処分した量

0

項目 実績値 自ら中間処理した量 自ら中間処理した後の残さ量

①排出量 0

②＋⑧自ら再生利用を行った量 0

⑤自ら熱回収を行った量 0 ④のうち熱回収を行った量 自ら中間処理により減量した量

⑦自ら中間処理により減量した量 0

③＋⑨ 自ら埋立処分又は海洋投入処分を
行った量

0

⑩全処理委託量 0

⑪優良認定処理業者への処理委託量 0

⑫再生利用業者への処理委託量 0

⑬熱回収認定業者への処理委託量 0

⑭熱回収認定業者以外の熱回収を行う業
者への処理委託量

0

（
第

２
面

）

別紙３のとおり



(第3面)
備考
　１　翌年度の6月30日までに提出すること。

　２　「事業の種類」の欄には，日本標準産業分類の区分を記入すること。

　３　「産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には，項目ごとに，産業廃棄物処理計画に記
　　載した目標値を記入すること。

　４　第２面には，前年度の産業廃棄物の処理に関して，①～⑭の欄のそれぞれに，(1)から(14)
　　に掲げる量を記入すること。
　　(1) ①欄　当該事業場において生じた産業廃棄物の量
　　(2) ②欄　(1)の量のうち，中間処理をせず直接自ら再生利用した量
　　(3) ③欄　(1)の量のうち，中間処理をせず直接自ら埋立処分又は海洋投入処分した量
　　(4) ④欄　(1)の量のうち，自ら中間処理をした産業廃棄物の当該中間処理前の量
　　(5) ⑤欄　(4)の量のうち，熱回収を行った量
　　(6) ⑥欄　自ら中間処理をした後の量　
　　(7) ⑦欄　(4)の量から(6)の量を差し引いた量
　　(8) ⑧欄　(6)の量のうち，自ら利用し，又は他人に売却した量
　　(9) ⑨欄　(6)の量のうち，自ら埋立処分及び海洋投入処分した量
　　(10) ⑩欄　中間処理及び最終処分を委託した量
　　(11) ⑪欄　(10)の量のうち，優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
　　　　第６条の11第２号に該当する者）への処理委託量
　　(12) ⑫欄　(10)の量のうち，処理業者への再生利用委託量
　　(13) ⑬欄  (10)の量のうち，認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律
　　　　第15条の３の３第１項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量
　　(14) ⑭欄  (10)の量のうち，認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への
　　　　焼却処理委託量

　５　第２面の左下の表には，項目ごとに，産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実績値を
　　記入すること。

　６　産業廃棄物の種類が２以上あるときは，産業廃棄物の種類ごとに，第２面の例により産業
　　廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し，当該書面を添付すること。

　７　※欄は記入しないこと。



別紙３-その１（廃棄物処理法-産業廃棄物処理計画実施状況報告書）
　 （令和4年度実績） 単位：トン／年

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭
排出量 自ら直接再

生利用した
量

自ら直接埋
立処分又は
海洋投入処

分した量

自ら中間処
理した量

④のうち熱
回収を行っ

た量

自ら中間処
理した後の

残さ量

自ら中間処
理により減
量した量

自ら中間処
理した後，再
生利用した

量

自ら中間処
理した後，自
ら埋立処分
又は海洋投
入処分した

量

直接及び自
ら中間処理
した後の処
理委託量

⑩のうち優
良認定処理
業者への処
理委託量

⑩のうち再
生利用業者
への処理委

託量

⑩のうち熱
回収認定業
者への処理

委託量

⑩のうち熱
回収認定業
者以外の熱
回収を行う
業者への処
理委託量

248 248 175 

2736 2736 674 154 

88 88 21 17 

6 6 3 3 

2 2 0 

1 1 1 0 

0.01 0.01 0.01 0 

3081 0 0 0 0 0 0 0 0 3081 874 175 0 0 
　 ※上記に分類できない産業廃棄物がある場合に限り，空欄へその産業廃棄物の具体的な名称を記入してください。
　　　様式第二号の九の第２面に記載された産業廃棄物の発生から処理までのフロー（①～⑭）に示す量を表に入力。

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類

紙くず

木くず

繊維くず

動植物性残さ

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず

ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず

鉱さい

がれき類

動物のふん尿

動物の死体

ばいじん

水銀回収義務付け製品（計測器）

合計

産業廃棄物の種類



　

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類

紙くず

木くず

繊維くず

動植物性残さ

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず

ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず

鉱さい

がれき類

動物のふん尿

動物の死体

ばいじん

水銀回収義務付け製品（計測器）

合計

産業廃棄物の種類

別紙３－その２ 単位：トン／年

① ②＋⑧ ⑤ ⑦ ③＋⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭
排出量 自ら再生利

用を行った
量

自ら熱回収
を行った量

自ら中間処
理により減
量した量

自ら埋立処
分又は海洋
投入処分を
行った量

全処理委託
量

優良認定処
理業者への
処理委託量

再生利用業
者への処理

委託量

熱回収認定
業者への処
理委託量

熱回収認定
業者以外の
熱回収を行
う業者への
処理委託量

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

248 0 0 0 0 248 175 0 0 0 

2736 0 0 0 0 2736 674 154 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

88 0 0 0 0 88 21 17 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

6 0 0 0 0 6 3 3 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 

1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

3081 0 0 0 0 3081 874 175 0 0 

実　　　績　　　値



別紙４（廃棄物処理法-産業廃棄物処理計画実施状況報告書）

（令和4年度実績）
単位：トン／年

目標値 実績値

排出量

2889

①排出量

3081
自ら再生利用を行う産業廃棄物
の量

②自ら直接再生利用した量

自ら熱回収を行う産業廃棄物の
量

⑤自ら熱回収を行った量

自ら中間処理により減量する産
業廃棄物の量

⑦自ら中間処理により減量した
量

自ら埋立処分又は海洋投入処
分を行う産業廃棄物の量

③自ら埋立処分又は海洋投入
処分した量

全処理委託量

2889

⑩全処理委託量

3081
優良認定処理業者への処理委
託量

1014

⑪優良認定処理業者への処理
委託量

874
再生利用業者への処理委託量 ⑫再生利用業者への処理委託

量

175
熱回収認定業者への処理委託
量

⑬熱回収認定業者への処理委
託量

熱回収認定業者以外の熱回収
を行う業者への処理委託量

⑭熱回収認定業者以外の熱回
収を行う業者への処理委託量



様式第二号の八（第八条の四の五関係） (第1面)

広島県知事 様

提出者

住所

氏名

取締役　事業所長　　丹下　勝紀

(法人にあっては，名称及び代表者の氏名)

電話番号

当該事業場において現に行っている事業に関する事項 別紙１，２のとおり

産業廃棄物処理計画書

令和5年6月30日

広島県東広島市安芸津町三津4234

三協化成株式会社安芸津事業所

0846-45-1160

 事　業　場　の　名　称 三協化成株式会社　安芸津事業所

 事 業 場 の 所 在 地 東広島市安芸津町三津4234番地

 計　　画　　期　　間 令和5年４月１日～令和6年３月３１日

①事　業　の　種　類

②事　業　の　規　模

③従　 業　 員 　数

④産業廃棄物の一連
　の処理の工程

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条第9項の規定に基づき，産業廃棄物の減量その他
その処理に関する計画を作成したので，提出します。



(第2面)

産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項 別紙１，２のとおり

（管理体制図）

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項 別紙１，２のとおり

【前年度（　　　年度）実績】

t t

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の分別に関する事項 別紙１，２のとおり

産 業 廃 棄 物 の 種 類

排　　  　出　　  　量

産 業 廃 棄 物 の 種 類

排      出      量

（分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）

(今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組)

①現状

②計画

①現状

②計画



(第3面)

自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項 別紙１，２のとおり

【前年度（　　　年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

t ｔ

（今後実施する予定の取組）

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項 別紙１，２のとおり

【前年度（　　　年度）実績】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

t t

t t

（今後実施する予定の取組）

産 業 廃 棄 物 の 種 類

自ら再生利用を行った
産業廃棄物の量

産業廃棄物の種類

自ら再生利用を行う
産業廃棄物の量

産業廃棄物の種類

自ら熱回収を行った
産業廃棄物の量

自ら中間処理により減量した
産業廃棄物の量

産 業 廃 棄 物 の 種 類

自ら熱回収を行う
産業廃棄物の量

自ら中間処理により減量する
産業廃棄物の量

①現状

②計画

①現状

②計画



(第4面)

自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項 別紙１，２のとおり

【前年度（　　　年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の処理の委託に関する事項 別紙１，２のとおり

【前年度（　　　年度）実績】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

産 業 廃 棄 物 の 種 類

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った
産業廃棄物の量

産 業 廃 棄 物 の 種 類

自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行う
産業廃棄物の量

産業廃棄物の種類

全処理委託量

優良認定処理業者への
処理委託量

再生利用業者への
処理委託量

認定熱回収業者への
処理委託量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

①現状

②計画

①現状



(第5面)

【目標】 別紙１，２のとおり

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の種類

全処理委託量

優良認定処理業者への
処理委託量

再生利用業者への
処理委託量

認定熱回収業者への
処理委託量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

※事務処理欄

②計画



(第6面)
備考
　１  前年度の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上の事業場ごとに１枚作成すること。

　２　当該年度の６月30日までに提出すること。

　３　「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は，以下に従って記入する　　
　　こと。

　　(1)①欄には，日本標準産業分類の区分を記入すること。
　　(2)②欄には，製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績），建設業の場合における元　
　　　請完成工事高　
　　　（前年度実績），医療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応じ事業規
　　　模が分かるよ　うな前年度の実績を記入すること。
　　(3)④欄には，当該事業場において生ずる産業廃棄物についての発生から最終処分が終了する
　　　までの一連の処理の工程（当該処理を委託する場合は，委託の内容を含む。）を記入する
　　　こと。

　４　「自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には，産業廃棄物の種類ごとに，自　　
　　ら中間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行った産業廃棄物の量と，
　　自ら中間処理を行うことによって減量した量について，前年度の実績，目標及び取組を記入
　　すること。

　５　「産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には，産業廃棄物の種類ごとに，全処理委
　　託量を記入するほか，その内数として，優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する
　　法律施行令第６条の11第２号に該当する者）への処理委託量，処理業者への再生利用委託量
　　，認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の認定
　　を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置者以外の熱回収を
　　行っている処理業者への焼却処理委託量について，前年度実績，目標及び取組を記入するこ
　　と。

　６　それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは，当該欄に「別紙
　　のとおり」と記入し，当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また，産業
　　廃棄物の種類が３以上あるときは，前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と記入し，
　　当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また，それぞれの欄に記入すべき
　　事項がないときは，「―」を記入すること。

　７　※欄は記入しないこと。



別紙１（廃棄物処理法-産業廃棄物処理計画書）
　　現状：前年度（　令和4年度）実績量
　　計画：今年度（　令和5年度）計画量 単位：トン／年

現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画

247.953 235.555 247.953 235.555 174.679 165.945

2736.385 2599.566 2736.385 2599.566 674.073 640.369

88.167 83.759 88.167 83.759 21.17 20.112

5.929 5.633 5.929 5.633 3.47 1.567

2.212 2.101 2.212 2.101 0 0.000

0.775 0.736 0.775 0.736 0.775 0.736

0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

3081.422 2927.3509 0 0 0 0 0 0 0 0 3081.422 2927.3509 874.168 828.7301 0 0 0 0 0 0

排出抑制に関する事
項

自ら行う再生利用に
関する事項

自ら行う中間処理に関する事項
自ら行う埋立処分等

に関する事項
処理委託に関する事項

排出量

(前年度実績値の①)

自ら再生利用を行う
産業廃棄物の量

(前年度実績値の②+
⑧)

自ら熱回収を行う
産業廃棄物の量

(前年度実績値の⑤)

自ら中間処理により
減量する産業廃棄物

の量
(前年度実績値の⑦)

自ら埋立処分又は海
洋投入処分を行う産

業廃棄物の量
(前年度実績値の③+

⑨)

全処理委託量

(前年度実績値の⑩)

優良認定処理業者
への

処理委託量
(前年度実績値の⑪)

再生利用業者への
処理委託量

(前年度実績値の⑫)

認定熱回収業者へ
の

処理委託量
(前年度実績値の⑬)

認定熱回収業者以
外の熱回収を行う業
者への処理委託量

(前年度実績値の⑭)

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類

紙くず

木くず

繊維くず

動植物性残さ

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず

ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず

鉱さい

がれき類

動物のふん尿

動物の死体

ばいじん

水銀回収義務付け製品（計測器）

合計

産業廃棄物の種類
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【会社名】
三協化成株式会社　安芸津事業所

１．当該事業場において現に行っている事業に関する事項

≪事業の規模　他≫
（１）資本金

４億４千万円

（２）従業員数
157名

（３）製造品出荷額等
40億円／年　（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

（４）製造概要、製造等フローシート

　 ①製造概要

三協化成㈱安芸津事業所では、半導体原料、ゴム加硫剤、医薬中間体、樹脂原料、
農薬原料等、多種の工業用化学薬品を製造している。

fig．１　　生産量（令和4年度実績）

カテゴリーの種類 生産量（ｔ／年）
　半導体原料 約　　108
　ゴム加硫剤 約　　26
　医薬中間体 約　104
　樹脂原料 約　2303
　農薬原料 約　　25
　その他 約　　7

②製造フローシート
別紙．２-①をご参照願います。

（５）配置図
別紙．２-②をご参照願います。

（６）事業展望

コア事業に特化し世界から信頼される中堅化学メーカーを目指す。
お客様がご要望（需要）される品質を徹底した精緻生産の中で作り込み、
優位性あるコア事業と誠意あるサービスでお客様の信頼に応えていきます。

（７）連絡先

担 当 者：三協化成株式会社　安芸津事業所
　　　　　　管理部　物流担当

電話番号：０８４６－４５－１１６０（代）

≪産業廃棄物の一連の処理の工程≫

（１）廃棄物発生フロー図
別紙．２－①をご参照願います。
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２．産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

（１）責任者及び管理組織図

　（所属）安芸津事業所　　（役職・氏名）取締役 事業所長　　丹下　勝紀

　廃棄物管理責任者 ：物流担当

　廃棄物発生管理担当者 ：製造担当

　廃棄物配送管理担当者 ：物流担当

　①廃棄物処理方針の策定

　②廃棄物処理に関する各種事業の決定、承認

　①処理業者、再生利用業者の調査、選定及び管理

　②廃棄物管理状況の把握と改善案の検討

　③処理委託契約の締結

　④監督官庁への各種報告

　⑤マニフェストの交付、管理

　①廃棄物の発生管理

　②廃棄物の製品別管理、原単位評価

　③廃棄物発生削減の計画と実施

　①処理業者の配車手配

　②処理業者の車両受付

　③処理業者への引取り立会い

品質管理部 開発部 開発部

ＣＡ ＬＡＢ ＰＴ ＬＡＢ Ｒ＆Ｄ ＬＡＢ

（２）管理体制の強化

①管理体制
事業所内の各部署と協力し、廃棄物処理に対処するため、設計・開発部門にも協力を仰ぎ、廃棄物の
分別化、減少化、再利用が出来ないか、一体となって改善する。

②管理方法
廃棄物管理状況の把握強化と改善案の検討推進を図る。

（３）教育・研修

・廃棄物の処理に関する責任と権限を定め、社内に周知する。

・廃棄物の分別、法規制等の手順書を作成し、各部署で教育する。

・廃棄物の削減目標を計画し、各部署で教育する。

・年間の教育計画を作成し、その中で廃棄物に関する研修等の参加を計画する。

（４）情報公開

廃棄物処理に関して発生、分別等情報開示の依頼があれば、可能な限り情報を公開する。

また、地域における事業所見学、学生の研修受入を積極的に実施し、相互の理解を深める。

統括責任者

廃棄物担当

　統括責任者

　廃棄物管理責任者

（物流担当）

　廃棄物発生管理

　担当者

　（製造担当）

　廃棄物配送管理

　担当者

（物流担当）

廃 棄 物 管 理 組 織

統括責任者（事業所長）

廃棄物管理責任者
（特別管理産業廃棄物責任者）

物流担当 物流担当 製造担当
廃棄物管理責任者 　廃棄物配送管理 　廃棄物発生管理

　担当者 　担当者

事務所 廃棄物置場 生産ライン

役

割



別紙２（廃棄物処理法－産業廃棄物処理計画書）

３．産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

（１）基本的事項

①産業廃棄物の適正処理を確保するため、関連する法令、その他の規制を順守するとともに

　行政の環境施策に協力する。

②処理業者に委託する場合、収集運搬から処理に至まで確認し、的確に管理する。
　
③処分量の削減、再利用の拡大について、定期的な見直しを行う。

④廃棄物の処理について次の項目を設計・開発、実施し、必要な指導をする。

・工程内リサイクルの推進

・製造方法の検討

・処理内容の確認と処理業者と適正な委託契約の締結をする。

・廃棄物の燃料化の推進

・産業廃棄物の適正処理を確保する。

fig．２　産業廃棄物の抑制目標に関する事項

発生量実績
（ｔ／年）
令和4年度

発生量計画
（ｔ／年）
令和5年度

排出抑制量
（ｔ／年）

2,736.385 2,599.566 136.819 

247.953 235.555 12.398 

0.000 0.000 0.000 

88.167 83.759 4.408 

2.212 2.101 0.111 

5.929 5.633 0.296 

0.775 0.736 0.039 

0.010 0.010 0.001 

４．産業廃棄物の分別に関する事項

fig．３　産業廃棄物の種類別発生・処理状況（令和3年度実績）

廃油（ｔ） 汚泥（ｔ） 廃プラ（ｔ） アルカリ 金属くず（ｔ） 木くず（ｔ） 廃ガラス（ｔ） 水銀回収義務付製品

2,736.385 247.953 88.167 0.000 2.212 5.929 0.775 0.010

燃料化 153.970 0.000 17.420 0.000 0.000 3.470 0.000 0.000

中間処理方法 焼却 焼却 焼却 中和 焼却 － 破砕 ばい焼

中間処理 2,582.415 247.953 70.747 0.000 2.212 2.459 0.775 0.010

最終処分量 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

fig．４　産業廃棄物の種類別性状の説明

５．自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項
・現在のところ、特に取り組みはなく、予定もない。

６．自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項
・現在のところ、特に取り組みはなく、予定もない。

７．自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項
・現在のところ、特に取り組みはなく、予定もない。

［ 発 生 抑 制 ］

［ そ の 他 ］

廃棄物の種類 具体的取り組み

廃 油 溶媒のリサイクル、燃料化

汚 泥 工程改良、混合・固化（原料化）

ア ル カ リ 現状で維持

廃 プ ラ 仕分けによる低減、燃料化

金 属 く ず 現状で維持

木 く ず 燃料化

廃 ガ ラ ス 現状で維持
水銀回収義務付け製品
（ 計 測 器 ） 現状で維持

　排出量合計

廃 油 潤滑油、アルコール類の廃溶剤類、シンナー

汚 泥 濃縮処理後の有機物、原液濾過後の無機物等

廃 プ ラ ポリエチレンくず、発砲スチロールくず、合成ゴムくず、塩化ビニールくず等

ア ル カ リ 洗浄での廃液

金 属 く ず 廃棄鉄ドラム缶等

木 く ず 木製パレット等

廃 ガ ラ ス 実験・分析器具、試薬ビン、窓ガラス等
水銀回収義務付け製品
（ 計 測 器 ） 温度計、圧力計測機器

委託処理
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８．産業廃棄物の処理の委託に関する事項
　　

（１）産業廃棄物処理の現状

　製品の需要の変化と高品質化に対応するため、当事業所から発生する産業廃棄物の予測は

　つきにくいが、生産数量に比例する傾向にある。

　令和３年度の産業廃棄物の量は昨年度と比べ増加した。

　今年度の当事業所の稼働率は約87％であった。

　生産品目により使用する原料も異なり、その種類は多様にあるため、廃棄物の量は

　使用する原料に大きく影響を受ける。

　その中で、生産計画から予測される産業廃棄物発生量の確度を上げることで、廃油は、

　燃料化する業者へ引き取ってもらう計画を増やすなどして、焼却処分を減少させる様に

　努めている。

　令和4年度、当事業所から委託される産業廃棄物の処理方法の内訳は、

　焼却処分 約2,736ｔ／年、破砕処分　約0.78t /年、ばい焼処分　0.01t /年であった。

　そのうち燃料化する廃油　約153.9ｔ／年、

　固形燃料化される廃プラ　約17.4ｔ／年、木くず　約3.47ｔ／年であった。

fig．５　産業廃棄物処理の内訳（令和4年度実績）

（２）目標の設定

①焼却処分だけでなく、廃油の燃料化による処分（残渣はセメント原料）、廃プラの

　分別による燃料化を継続する。

②今年度の工場の稼働は、前年度、同等と想定される。しかし、生産品目によって、廃棄

　物の種類、量は変化することが予測される。その中で減少化に努めなければならない。

③その他の取り組み

　 ・廃棄物の性状把握と処理状況の記録

・処理業者への定期的な視察による確認

・マニフェスト票の管理徹底

fig．６　産業廃棄物処理の課題

（３）中長期的課題

①環境関連の法令及び社会が定める指定等を順守し、環境改善に努める。

②環境汚染防止と資源の有効活用を目指し、廃棄物の削減と再生利用の推進を図る。

③製品の生産・販売にあたり、輸送上の安全と廃棄物になった場合の環境への影響に

　配慮する。

再生利用量 中間処理量 最終処分量

174.86ｔ／年 2736.4ｔ／年 ０ｔ／年

発生抑制 含水率の低下、溶媒リサイクル、工程改良

再生利用 廃プラの分別の徹底で固形燃料化を増化させ、焼却、埋立を減らす

中間処理(委託) 廃油の燃料化による処理、廃プラの固形燃料化による処理



別紙．２-①

【製造フローシート】

・主な発生工程例

・半導体原料①　製造フローシート

反 応 晶 析 乾 燥 製 品

廃 プ ラ 汚 泥 廃 油 汚 泥 廃 油 廃 プ ラ

（溶媒リサイクル）

・半導体原料②　製造フローシート

反 応 回 収 晶 析 分 離 乾 燥 製 品

廃 プ ラ 廃 油 汚 泥 廃 油 廃 油 廃 プ ラ

（溶媒リサイクル）

・ゴム加硫剤

反 応 濾 過 洗 浄 乾 燥 製 品

廃 プ ラ 汚 泥

・医薬中間体①　製造フローシート

原 料 Ｄ

反 応 中 和 反 応 分 離 洗 浄 分 離

廃 プ ラ 汚 泥 廃 油

原 料 Ｄ

反 応 分 離 回 収 製 品

廃 油 廃 油

（溶剤リサイクル）

・医薬中間体②　製造フローシート

反 応 洗 浄 回 収 製 品

廃 プ ラ 汚 泥 廃 油

（処理工程を加える）

・その他（有機金属化合物）　製造フローシート

反 応 分 離 濃 縮 抽 出 製 品

廃 プ ラ 汚 泥

・パイロットプラント、ラボ、その他フローシート

廃 油 汚 泥 汚 泥 廃 油 ガ ラ ス 廃 プ ラ ガ ラ ス

（回収引取り）

原料Ａ，Ｂ，Ｃ

分 離 分 離

原料Ａ，Ｂ，Ｃ

洗 浄

原料Ａ，Ｂ

原料Ａ，Ｂ，Ｃ 原料Ｅ，Ｆ

原料Ａ，Ｂ

原料Ａ，Ｂ，Ｃ

廃 油

パイロットプラント ラ ボ （ 実 験 室 、 検 査 を 含 む ） その他（工事、事務所等）
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配置図

2023年06月29日現在 独身寮あきつ

駐車場 茶室こうらく

ﾃﾝﾄ倉庫

→至三原
至呉← 国道185号線

洗濯場

GREEN　HOUSE

CA　LAB No1倉庫 備品保管庫

　事務所

喫煙室

　　倉庫

ｱﾝｶｰﾊｳｽ No2倉庫

（更衣室） 入出荷業務室

　製造部
　技術部 東書庫

　 EL　LAB 第６受電室

No6倉庫 無機ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ北

PT　LAB RD　LAB ﾛｰﾘｰ荷役場
倉庫 ﾃﾝﾄ倉庫 ｻﾝﾁｵｰﾙ

中央ﾄｲﾚ 工場

No4倉庫

配管保管場 第１受電室 500KLﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ
No5倉庫

乾燥設備 ﾌﾚｰｸ

F-8工場 No3 工場

No9倉庫 倉庫

第２受電室

No13倉庫

F-1､2工場 中央機械室 第４受電室 ﾅｳﾀｰﾐｷｻｰ乾燥工場

F

ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ 　　SMS

（和美庵） 無機工場

F-10工場

無機ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ南

超純水装置 F-3工場 F-6工場

P-2工場 　F-10ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ 工作場

ｽｸﾗｯﾌﾟ 排水樋門

ﾀﾝｸﾛｰﾘｰ充填場 ﾚﾝｶﾞﾄｲﾚ 産業廃棄物置場

廃水濃縮

No11倉庫 F-5工場 F-11工場 設備

第５受電室 N2ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ 冷凍機

第７受電室 活性炭槽 第３受電室 ﾌﾞﾛｱ室

No7倉庫

地下水膜分離浄化装置 排水

ﾌﾟｰﾙ

F-7工場 F-7 重油ﾀﾝｸ 排水ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ 排水処理槽

F-7 ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 計器室 ﾎﾞｲﾗー室 泡消火設備

ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ

F7冷凍機

三協化成㈱安芸津事業所



様式第二号の十四（第八条の十七の三関係）(第1面)

広島県知事 様

提出者

住所

氏名 三協化成株式会社安芸津事業所

(法人にあっては，名称及び代表者の氏名)

電話番号

特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

令和5年6月30日

広島県東広島市安芸津町三津4234

取締役　事業所長　　丹下　勝紀

0846-45-1160

 事　業　場　の　名　称 　三協化成株式会社　安芸津事業所

 事 業 場 の 所 在 地 　東広島市安芸津町三津4234番地

 事業の種類 　化学工業

特別管理産業廃棄物処理計画
における計画期間

　令和4年4月1日～令和5年3月3１日

別紙８のとおり
項目 目標値 項目 目標値

排出量 全処理委託量

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

優良認定処理業者への
処理委託量

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

再生利用業者への
処理委託量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者への
処理委託量

自ら埋立処分を行う
特別管理産業廃棄物の量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への

処理委託量

電子情報処理組織の使用に関する事項

前々年度　 　184.819  t

前年度　　　149.298 t 

（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）
　平成１９年10月01日より電子情報処理組織を利用した登録、マニフェストの交付を実施している。

※事務処理欄

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき，令和3年度の特別管理産
業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

特別管理産業廃棄物排出量
（ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。）



② ⑧

① ③

⑫

前々年度　　94.214  t
前年度　　　321.024 t 

（
電

④ ⑥ ⑨

⑬

⑤ ⑦

⑩

⑭

⑪

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

計画の実施状況 （特別管理産業廃棄物の種類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） )

有償物量

不要物等発生量

自ら直接再生利用した量
自ら中間処理した後再生利用し

た量

排出量 自ら直接埋立処分した量

項目 実績値 自ら中間処理した量 自ら中間処理した後の残さ量

①排出量 0

②＋⑧自ら再生利用を行った量 0

⑤自ら熱回収を行った量 0 ④のうち熱回収を行った量 自ら中間処理により減量した量

⑦自ら中間処理により減量した量 0

③＋⑨ 自ら埋立処分又は海洋投入処分
を行った量

0

⑩全処理委託量 0

⑪優良認定処理業者への処理委託量 0

⑫再生利用業者への処理委託量 0

⑬熱回収認定業者への処理委託量 0

⑭熱回収認定業者以外の熱回収を行う業
者への処理委託量

0

（
第

２
面

）

別紙７のとおり



(第3面)
備考
　１　翌年度の６月30日までに提出すること。
　２　「事業の種類」の欄には，日本標準産業分類の区分を記入すること。
　３　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には，項目ごとに，特別管理産業廃
　　棄物処理計画に記載した目標値を記入すること。
　４　第２面には，前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して，①～⑭の欄のそれぞれに，(1)　
　　から(14)に掲げる量を記入すること。
　　(1) ①欄　当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量
　　(2) ②欄　(1)の量のうち，中間処理をせず直接自ら再生利用した量
　　(3) ③欄　(1)の量のうち，中間処理をせず直接自ら埋立処分した量
　　(4) ④欄　(1)の量のうち，自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量
　　(5) ⑤欄　(4)の量のうち，熱回収を行った量
　　(6) ⑥欄　自ら中間処理をした後の量　
　　(7) ⑦欄　(4)の量から(6)の量を差し引いた量
　　(8) ⑧欄　(6)の量のうち，自ら利用し，又は他人に売却した量
　　(9) ⑨欄　(6)の量のうち，自ら埋立処分又は海洋投入処分した量
　　(10) ⑩欄　中間処理及び最終処分を委託した量
　　(11) ⑪欄　(10)の量のうち，優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
　　　第6条の11第2号に該当する者）への処理委託量
　　(12) ⑫欄　(10)の量のうち，処理業者への再生利用委託量
　　(13) ⑬欄  (10)の量のうち，認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
　　　15条の3の3第1項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量
　　(14) ⑭欄  (10)の量のうち，認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への　
　　　焼却処理委託量
　５　第２面の左下の表には，項目ごとに，特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの　
　　実績値を記入すること。
　６　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは，特別管理産業廃棄物の種類ごとに，第２　
　　面の例により特別管理産業廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し，当該書
　　面を添付すること。
　７　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には，前々年度及び前年度における特別管
　　理産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲
　　げるものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施
　　した電子情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として
　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは，その旨及び
　　理由を含む。）について記入すること。
　８　※欄は記入しないこと。



別紙７-その１（廃棄物処理法-特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書）
（令和4年度実績） 単位：トン／年

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭
排出量 自ら直接再

生利用した
量

自ら直接埋
立処分した

量

自ら中間処
理した量

④のうち熱
回収を行っ

た量

自ら中間処
理した後の

残さ量

自ら中間処
理により減量

した量

自ら中間処
理した後，再
生利用した

量

自ら中間処
理した後，自
ら埋立処分
又は海洋投
入処分した

量

直接及び自
ら中間処理
した後の処
理委託量

⑩のうち優
良認定処理
業者への処
理委託量

⑩のうち再
生利用業者
への処理委

託量

⑩のうち熱
回収認定業
者への処理

委託量

⑩のうち熱
回収認定業
者以外の熱
回収を行う
業者への処
理委託量

59.919 59.919 59.838

24.258 24.258 24.258

65.121 65.121 35.601

149.298 0 0 0 0 0 0 0 0 149.298 119.697 0 0 0

廃油

廃酸

廃アルカリ

感染性産業廃棄物

ばいじん

燃え殻

汚泥

廃PCB等(特定有害産業廃棄物)

PCB汚染物(特定有害産業廃棄物)

PCB処理物(特定有害産業廃棄物)

指定下水汚泥(特定有害産業廃棄物)

鉱さい(特定有害産業廃棄物)

廃石綿等(特定有害産業廃棄物)

燃え殻(特定有害産業廃棄物)

ばいじん(特定有害産業廃棄物)

廃油(特定有害産業廃棄物)

汚泥(特定有害産業廃棄物)

廃酸(特定有害産業廃棄物)

廃アルカリ(特定有害産業廃棄物)

廃水銀(特定有害産業廃棄物)

合計

特別管理産業廃棄物の種類



廃油

廃酸

廃アルカリ

感染性産業廃棄物

ばいじん

燃え殻

汚泥

廃PCB等(特定有害産業廃棄物)

PCB汚染物(特定有害産業廃棄物)

PCB処理物(特定有害産業廃棄物)

指定下水汚泥(特定有害産業廃棄物)

鉱さい(特定有害産業廃棄物)

廃石綿等(特定有害産業廃棄物)

燃え殻(特定有害産業廃棄物)

ばいじん(特定有害産業廃棄物)

廃油(特定有害産業廃棄物)

汚泥(特定有害産業廃棄物)

廃酸(特定有害産業廃棄物)

廃アルカリ(特定有害産業廃棄物)

廃水銀(特定有害産業廃棄物)

合計

特別管理産業廃棄物の種類

別紙７-その２

① ②＋⑧ ⑤ ⑦ ③＋⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭
排出量 自ら再生利

用を行った
量

自ら熱回収
を行った量

自ら中間処
理により減量

した量

自ら埋立処
分又は海洋
投入処分を
行った量

全処理委託
量

優良認定処
理業者への
処理委託量

再生利用業
者への処理

委託量

熱回収認定
業者への処
理委託量

熱回収認定
業者以外の
熱回収を行
う業者への
処理委託量

59.919 0 0 0 0 59.919 59.838 0 0 0

24.258 0 0 0 0 24.258 24.258 0 0 0

65.121 0 0 0 0 65.121 35.601 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

149.298 0 0 0 0 149.298 119.697 0 0 0

実　　　績　　　値(単位：トン／年)



別紙８（廃棄物処理法-特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書）

（令和4年度実績）
単位：トン／年

排出量

175.571

①排出量

149.298
自ら再生利用を行う特別管理産
業廃棄物の量

②＋⑧自ら直接再生利用を
行った量

自ら熱回収を行う産特別管理業
廃棄物の量

⑤自ら熱回収を行った量

自ら中間処理により減量する特
別管理産業廃棄物の量

⑦自ら中間処理により減量した
量

自ら埋立処分を行う特別管理産
業廃棄物の量

③＋⑨自ら埋立処分又は海洋
投入処分を行った量

全処理委託量

175.571

⑩全処理委託量

149.298
優良認定処理業者への処理委
託量

129.974

⑪優良認定処理業者への処理
委託量

119.697
再生利用業者への処理委託量 ⑫再生利用業者への処理委託

量

熱回収認定業者への処理委託
量

⑬熱回収認定業者への処理委
託量

熱回収認定業者以外の熱回収
を行う業者への処理委託量

⑭熱回収認定業者以外の熱回
収を行う業者への処理委託量

目標値（前年度に提出した
特別管理産業廃棄物処理計画の計画値）

実績値



様式第二号の十三（第八条の十七の二関係）(第1面)

広島県知事 殿

提出者

住所

氏名 取締役　事業所長　　丹下　勝紀

(法人にあっては，名称及び代表者の氏名)

電話番号

当該事業場において現に行っている事業に関する事項 別紙５，６のとおり

特別管理産業廃棄物処理計画書

令和5年6月30日

広島県東広島市安芸津町三津4234

三協化成株式会社安芸津事業所

0846-45-1160

 事　業　場　の　名　称 三協化成株式会社　安芸津事業所

 事 業 場 の 所 在 地 東広島市安芸津町三津4234番地

 計　　画　　期　　間 令和5年４月１日～令和6年３月３１日

①事　業　の　種　類

②事　業　の　規　模

③従　 業　 員 　数

④特別管理産業廃棄物
  の一連の処理の工程

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第10項の規定に基づき，特別管理産業廃棄物の
減量その他その処理に関する計画を作成したので，提出します。



(第2面)

特別管理産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項 別紙５，６のとおり

（管理体制図）

特別管理産業廃棄物の排出の抑制に関する事項 別紙５，６のとおり

【前年度（　　　　年度）実績】

t t

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

特別管理産業廃棄物の分別に関する事項 別紙５，６のとおり

特別管理産業廃棄物の種類

排　　  　出　　  　量

特別管理産業廃棄物の種類

排      出      量

（分別している特別管理産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）

(今後分別する予定の特別管理産業廃棄物の種類及び分別に関する取組)

①現状

②計画

①現状

②計画



(第3面)

自ら行う特別管理産業廃棄物の再生利用に関する事項 別紙５，６のとおり

【前年度（　　　　年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

t ｔ

（今後実施する予定の取組）

自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項 別紙５，６のとおり

【前年度（　　　　年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

t t

（今後実施する予定の取組）

特別管理産業廃棄物の種類

自ら再生利用を行った
特別管理産業廃棄物の量

特別管理産業廃棄物の種類

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄物の量

特別管理産業廃棄物の種類

自ら熱回収を行った
特別管理産業廃棄物の量

自ら中間処理により減量した
特別管理産業廃棄物の量

特別管理産業廃棄物の種類

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄物の量

自ら中間処理により減量する
特別管理産業廃棄物の量

①現状

②計画

①現状

②計画



(第4面)

自ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項 別紙５，６のとおり

【前年度（　　　　年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項

【前年度（　　　　年度）実績】 別紙５，６のとおり

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

特別管理産業廃棄物の種類

自ら埋立処分を行った
特別管理産業廃棄物の量

特別管理産業廃棄物の種類

自ら埋立処分を行う
特別管理産業廃棄物の量

特別管理産業廃棄物の種類

全処理委託量

優良認定処理業者への
処理委託量

再生利用業者への
処理委託量

認定熱回収業者への
処理委託量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

①現状

②計画

①現状



(第5面)

【目標】 別紙５，６のとおり

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

【前年度（　　　　　年度）実績】 別紙５．６のとおり

t

特別管理産業廃棄物の種類

全処理委託量

優良認定処理業者への
処理委託量

再生利用業者への
処理委託量

認定熱回収業者への
処理委託量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処理委託量

特別管理産業廃棄物排出量
（ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。）

（今後実施する予定の取組等）

※事務処理欄

電子情報処理組織の
使用に関する事項

②計画



(第6面)
備考
　１  前年度の特別管理産業廃棄物の発生量が50トン以上の事業場ごとに１枚作成すること。

　２　当該年度の６月30日までに提出すること。

　３　「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は，以下に従って記入する
　　こと。

　(1)①欄には，日本標準産業分類の区分を記入すること。

　(2)②欄には，製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績），建設業の場合における元請
　　完成工事高（前年度実績），医療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応
　　じ事業規模が分かるような前年度の実績を記入すること。

　(3)④欄には，当該事業場において生ずる特別管理産業廃棄物についての発生から最終処分が
　　終了するまでの一連の処理の工程（当該処理を委託する場合は，委託の内容を含む。）を
　　記入すること。

　４　「自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には，特別管理産業廃棄物
　　の種類ごとに，自ら中間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行った特
　　別管理産業廃棄物の量と，自ら中間処理を行うことによって減量した量について，前年度の
　　実績，目標及び取組を記入すること。

　５　「自ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項」の欄には，特別管理産業廃棄物
　　の種類ごとに，埋立処分した量を記入すること。なお，中間処理を行うことにより特別管理
　　産業廃棄物に該当しなくなった産業廃棄物を海洋投入処分するときは，その量も含めて記入
　　すること。

　６　「特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には，特別管理産業廃棄物の種類
　　ごとに，全処理委託量を記入するほか，その内数として，優良認定処理業者（廃棄物の処理
　　及び清掃に関する法律施行令第６条の14第２号に該当する者）への処理委託量，処理業者へ
　　の再生利用委託量，認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３
　　の３第１項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置
　　者以外の熱回収を行っている処理業者への焼却処理委託量について，前年度実績，目標及び
　　取組を記入すること。

　７　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には，前年度の特別管理産業廃棄物の全発生量
　　(ポリ塩化ビフェニル廃棄物(令第２条の４第５号イからハまでに掲げるものをいう。)を除く。)
　　を記入すること。その量が50トン以上の者にあっては，今後の電子情報処理組織の使用に
　　関する取組等（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処理及び清掃に関する法
律
　　施行規則第８条の31の４に該当するときは，その旨及び理由を含む。）について記入すること。

　８　それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは，当該欄に「別紙
　　のとおり」と記入し，当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また，特別
　　管理産業廃棄物の種類が３以上あるときは，前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と
　　記入し，当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また，それぞれの欄に記
　　入すべき事項がないときは，「―」を記入すること。

　９　※欄は記入しないこと。
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　　現状：前年度（令和4年度）実績量
　　計画：今年度（令和5年度）計画量 単位：トン／年

電子情報処理組織
の使用に関する事

項

特別管理産業廃棄
物排出量

(ポリ塩化ビフェニル
廃棄物を除く。)

現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状

59.919 56.923 59.919 56.923 59.838 56.846

24.258 23.045 24.258 23.045 24.258 23.045

65.121 61.865 65.121 61.865 35.601 33.821

149.298 141.8331 0 0 0 0 0 0 0 0 149.298 141.8331 119.697 113.71215 0 0 0 0 0 0

排出抑制に関する事
項

自ら行う再生利用に
関する事項

自ら行う中間処理に関する事項
自ら行う埋立処分等

に関する事項
処理委託に関する事項

排出量

(前年度実績値の①)

自ら再生利用を行う
特別管理産業廃棄

物の量
(前年度実績値の②+

⑧)

自ら熱回収を行う
特別管理産業廃棄

物の量
(前年度実績値の⑤)

自ら中間処理により
減量する特別管理産

業廃棄物の量
(前年度実績値の⑦)

自ら埋立処分又は海
洋投入処分を行う特
別管理産業廃棄物

の量
(前年度実績値の③+

⑨)

全処理委託量

(前年度実績値の⑩)

優良認定処理業者
への

処理委託量
(前年度実績値の⑪)

再生利用業者への
処理委託量

(前年度実績値の⑫)

認定熱回収業者へ
の

処理委託量
(前年度実績値の⑬)

認定熱回収業者以
外の熱回収を行う業
者への処理委託量
(前年度実績値の⑭)

廃油

廃酸

廃アルカリ

感染性産業廃棄物

ばいじん

燃え殻

汚泥

廃PCB等(特定有害産業廃棄物)

PCB汚染物(特定有害産業廃棄物)

PCB処理物(特定有害産業廃棄物)

指定下水汚泥(特定有害産業廃棄物)

鉱さい(特定有害産業廃棄物)

廃石綿等(特定有害産業廃棄物)

燃え殻(特定有害産業廃棄物)

ばいじん(特定有害産業廃棄物)

廃油(特定有害産業廃棄物)

汚泥(特定有害産業廃棄物)

廃酸(特定有害産業廃棄物)

廃アルカリ(特定有害産業廃棄物)

廃水銀

合計

特別管理産業廃棄物の種類
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【会社名】
三協化成株式会社　安芸津事業所

１．当該事業場において現に行っている事業に関する事項

≪事業の規模　他≫
（１）資本金

４億４千万円

（２）従業員数
157名

（３）製造品出荷額等
40億円／年　（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

（４）製造概要、製造等フローシート

　 ①製造概要

三協化成㈱安芸津事業所では、半導体原料、ゴム加硫剤、医薬中間体、樹脂原料、
農薬原料等、多種の工業用化学薬品を製造している。

fig．１　　生産量（令和4年度実績）

カテゴリーの種類 生産量（ｔ／年）
　半導体原料 約　　108
　ゴム加硫剤 約　　26
　医薬中間体 約　104
　樹脂原料 約　2303
　農薬原料 約　　25
　その他 約　　7

②製造フローシート
別紙．６-①をご参照願います。

（５）配置図
別紙．６-②をご参照願います。

（６）事業展望

コア事業に特化し世界から信頼される中堅化学メーカーを目指す。
お客様がご要望（需要）される品質を徹底した精緻生産の中で作り込み、
優位性あるコア事業と誠意あるサービスでお客様の信頼に応えていきます。

（７）連絡先

担 当 者：三協化成株式会社　安芸津事業所
　　　　　　管理部　物流担当

電話番号：０８４６－４５－１１６０（代）

≪産業廃棄物の一連の処理の工程≫

（１）廃棄物発生フロー図
別紙．６－①をご参照願います。
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２．特別管理産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

（１）責任者及び管理組織図

　（所属）安芸津事業所　　（役職・氏名）取締役 事業所長　　丹下　勝紀

　廃棄物管理責任者 ：物流担当

　廃棄物発生管理担当者 ：製造担当

　廃棄物配送管理担当者 ：物流担当

　①廃棄物処理方針の策定

　②廃棄物処理に関する各種事業の決定、承認

　①処理業者、再生利用業者の調査、選定及び管理

　②廃棄物管理状況の把握と改善案の検討

　③処理委託契約の締結

　④監督官庁への各種報告

　⑤マニフェストの交付、管理

　①廃棄物の発生管理

　②廃棄物の製品別管理、原単位評価

　③廃棄物発生削減の計画と実施

　①処理業者の配車手配

　②処理業者の車両受付

　③処理業者への引取り立会い

品質管理部 開発部 開発部

ＣＡ ＬＡＢ ＰＴ ＬＡＢ Ｒ＆Ｄ ＬＡＢ

（２）管理体制の強化

①管理体制
事業所内の各部署と協力し、廃棄物処理に対処するため、設計・開発部門にも協力を仰ぎ、廃棄物の分別化､減少化､
再利用が出来ないか、一体となって改善する。

②管理方法
廃棄物管理状況の把握強化と改善案の検討推進を図る。

（３）教育・研修

・廃棄物の処理に関する責任と権限を定め、社内に周知する。

・廃棄物の分別、法規制等の手順書を作成し、各部署で教育する。

・廃棄物の削減目標を計画し、各部署で教育する。

・年間の教育計画を作成し、その中で廃棄物に関する研修等の参加を計画する。

（４）情報公開

廃棄物処理に関して発生、分別等情報開示の依頼があれば、可能な限り情報を公開する。

また、地域における事業所見学、学生の研修受入を積極的に実施し、相互の理解を深める。

統括責任者

廃棄物担当

　統括責任者

　廃棄物管理責任者

（物流担当）

　廃棄物発生管理

　担当者

　（製造担当）

　廃棄物配送管理

　担当者

（物流担当）

廃棄物管理組織

統括責任者（事業所長）

廃棄物管理責任者
（特別管理産業廃棄物責任者）

物流担当 物流担当 製造担当
廃棄物管理責任者 　廃棄物配送管理 　廃棄物発生管理

　担当者 　担当者

事務所 廃棄物置場 生産ライン

役

割
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３．特別管理産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

（１）基本的事項

①特別管理産業廃棄物の適正処理を確保するため、関連する法令、その他の規制を順守する

　とともに行政の環境施策に協力する。

②処理業者に委託する場合、収集運搬から処理に至まで確認し、的確に管理する。

　

③処分量の削減、再利用の拡大について、定期的な見直しを行う。

　

・工程内リサイクルの推進

・製造方法の検討

・処理内容の確認及び処理業者と適正な委託契約の締結をする。

・特別管理産業廃棄物の適正処理を確保する。

fig．２　特別管理産業廃棄物の抑制目標

発生量実績
（ｔ／年）
令和4年度

発生量計画
（ｔ／年）
令和5年度

排出抑制量
（ｔ／年）

59.919 56.923 2.996

65.121 61.865 3.256

24.258 23.045 1.213

0.000 0.000 0.000

４．特別管理産業廃棄物の分別に関する事項

fig．３　特別管理産業廃棄物の種類別発生・処理状況（令和4年度実績）

引火性廃油 強アルカリ 強 酸 廃 水 銀

59.919 145.694 24.258 0.000
中間処理方
法
減量比

焼却　
1/1000

焼却　
1/1000

焼却　
1/1000

ばい焼　
1/1000

中間処理
59.919 145.694 24.258 0

最終処分量
0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ

fig．４　特別管理産業廃棄物の種類別性状の説明

５．自ら行う特別管理産業廃棄物の再生利用に関する事項
・現在のところ、特に取り組みはなく、予定もない。

６．自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項
・現在のところ、特に取り組みはなく、予定もない。

７．自ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項
・現在のところ、特に取り組みはなく、予定もない。

［ 発 生 抑 制 ］

［ そ の 他 ］

廃棄物の種類 具体的取り組み

引 火 性 廃 油 工程改良

強 ア ル カ リ 現状で維持

強 酸 現状で維持

廃 水 銀 現状で維持

　排出量合計

引 火 性 廃 油 有機合成の溶媒等

強 ア ル カ リ 有機反応物抽出・洗浄での廃液

強 酸 有機合成原料

汚 泥 （ 有 害 ） 製品、原料の分析用試薬

廃 酸 （ 有 害 ） 製品、原料の分析用試薬

廃 水 銀 計測器を処分するために処理したもの

委託処理
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８．特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項
　　

（１）特別管理産業廃棄物処理の現状

　製品の需要の変化と高品質化に対応するため、当事業所から発生する特別管理産業廃棄物

　の予測はつきにくく、また、新規製品の品目変動の影響を受けやすい。

　そのため、令和4年度の当事業所から、委託される特別管理産業廃棄物の処理委託量は、

　計画176ｔ／年に対し、実績は149ｔ／年であり、昨年度より減少した。

　弊社の期初が１０月であり、来期の計画が分かっていない為、予想が難しく、生産品目

　により排出量にばらつきがあるが令和4年度は今年度と同等であると見込まれる。

fig．５　特別管理産業廃棄物処理の内訳（令和4年度実績）

（２）目標の設定

①他原料への切り替えにより、特別管理産業廃棄物の発生抑制を図るとともに再生利用

　の可能性を模索し、減少化を図る。

②その他の取り組み

　 ・特別管理産業廃棄物の性状把握と処理状況の記録

・特別管理産業廃棄物処理業者への定期的な視察による確認

・マニフェスト票の管理徹底

fig．６　特別管理産業廃棄物処理の課題

（３）中長期的課題

①環境関連の法令及び社会が定める指定等を順守し、環境改善に努める。

②環境汚染防止と資源の有効活用を目指し、特別管理産業廃棄物の削減と再生利用の

　推進を図る。

③製品の生産・販売にあたり、輸送上の安全と廃棄物になった場合の環境への影響に

　 配慮する。

再生利用量 中間処理量 最終処分量

０ｔ／年 １４９．２９８ｔ／年 ０ｔ／年

発 生 抑 制 原料の切り替え、減少化

再 生 利 用 再生利用の可能性を探る

中 間 処 理 （ 委 託 ） 許可業者による処理状況の把握
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【製造フローシート】

・製品Ａ　製造フローシート

原料Ｃ 原料Ｄ 原料Ｅ

原料Ａ，Ｂ 反応 反 応 抽出・洗浄 反 応 回 収

　
晶 析 遠心分離 製 品

・製品Ｂ　製造フローシート

原料Ａ，Ｂ 反 応 回 収 晶 析 遠心分離 仕 込 み

反 応 抽出・洗浄 濃 縮 製 品

強 廃 酸

・パイロットプラント、ラボフローシート

引火性廃油 強 廃 酸 強アルカリ 廃油（有害）

強アルカリ（有害）

強アルカリ

強アルカリ

パイロットプラント ラボ（実験室、検査を含む）

引火性廃油 強廃酸
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配置図

2023年06月29日現在 独身寮あきつ

駐車場 茶室こうらく

ﾃﾝﾄ倉庫

→至三原
至呉← 国道185号線

洗濯場

GREEN　HOUSE

CA　LAB No1倉庫 備品保管庫

　事務所

喫煙室

　　倉庫

ｱﾝｶｰﾊｳｽ No2倉庫

（更衣室） 入出荷業務室

　製造部
　技術部 東書庫

　 EL　LAB 第６受電室

No6倉庫 無機ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ北

PT　LAB RD　LAB ﾛｰﾘｰ荷役場
倉庫 ﾃﾝﾄ倉庫 ｻﾝﾁｵｰﾙ

中央ﾄｲﾚ 工場

No4倉庫

配管保管場 第１受電室 500KLﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ
No5倉庫

乾燥設備 ﾌﾚｰｸ

F-8工場 No3 工場

No9倉庫 倉庫

第２受電室

No13倉庫

F-1､2工場 中央機械室 第４受電室 ﾅｳﾀｰﾐｷｻｰ乾燥工場

F

ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ 　　SMS

（和美庵） 無機工場

F-10工場

無機ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ南

超純水装置 F-3工場 F-6工場

P-2工場 　F-10ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ 工作場

ｽｸﾗｯﾌﾟ 排水樋門

ﾀﾝｸﾛｰﾘｰ充填場 ﾚﾝｶﾞﾄｲﾚ 産業廃棄物置場

廃水濃縮

No11倉庫 F-5工場 F-11工場 設備

第５受電室 N2ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ 冷凍機

第７受電室 活性炭槽 第３受電室 ﾌﾞﾛｱ室

No7倉庫

地下水膜分離浄化装置 排水

ﾌﾟｰﾙ

F-7工場 F-7 重油ﾀﾝｸ 排水ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ 排水処理槽

F-7 ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 計器室 ﾎﾞｲﾗー室 泡消火設備

ﾀﾝｸﾔｰﾄﾞ

F7冷凍機

三協化成㈱安芸津事業所


